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新指針策定に伴う監視調査計画の変更について 

 

「平常時モニタリングについて（原子力災害対策指針補足参考資料）」（以下、「新指

針」という。）策定を受け、昨年度から監視調査計画の変更について検討･対応を進め

てきましたが、今後の対応は以下のとおり進めます。 

 

１ これまでの対応 

○平成30年４月 原子力規制庁が新指針を策定 

○平成30年９月 第69回評価会議において、新指針の概要及び監視調査計画の変更

の検討状況について説明 

○平成31年３月 第70回評価会議において、監視調査計画の変更について了承 

［変更等概要］ 

・大気中放射性ヨウ素の調査頻度を連続測定に変更 

・ストロンチウム90の分析品目を追加（飲料水、葉菜、魚、海藻） 

・空間放射線（積算線量）の測定については継続検討 

 

２ 今後の対応 

（１）空間放射線(積算線量)の測定の見直しについて、来年度の監視調査計画に反映

させる。 

現在の検討状況等は、別紙１のとおり。 

（２）バックグラウンド調査の計画終期（令和３年度）にあわせて、緊急時に備えて

30km圏内を対象とした平常時の空間放射線や環境試料中の放射能の水準を把握す

るための調査を行うこととし、検討を進める。 

現在の検討状況等は、別紙２のとおり。 



 



別紙１ 

空間放射線に係る測定項目について 

 

１ 指針の変更の概要 

空間放射線に係る実施項目・評価方法は、以下のとおり変更されている。 

 

［旧指針］環境放射線モニタリング指針 ［新指針］平常時モニタリングについて 

実
施
項
目 

・空間放射線の測定を行う 

・空間放射線量率の１時間値を求める 

・積算線量計を一様に配置し、積算線量を

求める 

 

・空間放射線量率の測定を行う 

被
ば
く
評
価 

・積算線量は、平常値と比較することによ

り原子力施設からの寄与を評価するこ

とが可能 

・空間放射線量率は、変動パターン等を解

析することにより、施設からの寄与を弁

別することが可能 

・モニタリングポスト等を設置していな

い地点における積算線量計の測定結果

も参考となる 

・外部被ばくによる実効線量は、空間放射

線量率の測定データを解析して算出 

 

２ 当面の空間放射線の測定について（案） 

〇 新指針の策定を踏まえ、モニタリングポストでは空間放射線量率の測定を行い、

モニタリングポイントでは積算線量の測定を行うこととする。 

〇 監視調査地域外に設置している対照地点については、原子力災害対策重点区域

が概ね30km圏に拡大したことを踏まえ、放射線監視センター新潟分室（新潟市西

区）に変更する。 

 

測定場所 
測定項目 

現 変更後 

モニタリングポスト  （11局） 
空間放射線量率 

積算線量 
空間放射線量率 

モニタリングポイント （11局） 積算線量 積算線量 

対照地点 
積算線量 

（30km圏内５局） 

積算線量 

（新潟分室） 
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モニタリングポスト等設置地点 

 名称
●△ 柏崎市街局
●△ 荒浜局
●△ 下高町局
●△ 刈羽局
●△ 勝山局
●△ 宮川局
●△ 西山局
●△ 赤田町方局
●△ 土合局
●△ 発電所南局
●△ 発電所北局
 △ 北園町局
 △ 大湊局
 △ 三和町局
 △ 下大新田局
 △ 長嶺局
 △ 安田局
 △ 中田局
 △ 吉井局
 △ 北野局
 △ 別山局
 △ 広田局
 ▲ 大積局
 ▲ 長岡市街局
 ▲ 出雲崎局
 ▲ 小国局
 ▲ 高柳局

対
照
地
点
５
局

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
ポ
イ
ン
ト
11
局

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
ポ
ス
ト
11
局

〇 鯨波局
〇 新道局
〇 加納局
〇 北条局
〇 千谷沢局
〇 越路局
〇 関原局
〇 宮本局
〇 出雲崎大門局
〇 柿崎局
〇 岡野町局
〇 川西局
〇 小千谷局
〇 妙見局
〇 見附市街局
〇 分水局
〇 寺泊局

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
ポ
ス
ト
30
ｋ
ｍ
圏
17
局

名称



別紙２ 

緊急事態が発生した場合への平常時からの備えに係る調査について 

 

１ 概要 

○ 新指針では、平常時モニタリングの目的を以下の４つとしている。 

①周辺住民等の被ばく線量の推定及び評価 

②環境における放射性物質の蓄積状況の把握 

③原子力施設からの予期しない放射性物質又は放射線の放出の早期検出及び周

辺環境への影響評価 

④緊急事態が発生した場合への平常時からの備え 

○ このうち①～③に係る調査は、監視調査として実施しているが、④に係る調査

については、現在実施しているバックグラウンド調査（ＢＧ調査）を、30km圏内

を対象とした新たな調査に組み替えることとし、検討・調整を進める。 

 

２ 新調査の内容・位置付け（案） 

○ 実施項目、測定頻度、測定対象については、新指針で示されたとおりとし、調

査箇所等について検討・調整を進める。 

実施項目 測定頻度 測定対象 調査箇所等  
【参考】ＢＧ調査での 

調査箇所数等 

空間線量率 連続測定 γ線 30km圏17局  
30km圏17局、水準局⑧、

国可搬局⑩、県可搬局⑥

土壌 1回/5年 

γ線放出核種、 

Sr-90、Pu-238、 

Pu-239+240 

30km圏内 

20箇所程度※ 
 

全県28箇所 

γ線放出核種のみ 

陸水 1回/5年 
γ線放出核種、 

H-3、Sr-90 

30km圏内 

10箇所程度※ 
 

全県８箇所 

γ線放出核種のみ 

海水 1回/5年 H-3 
－ 

(監視調査で実施) 
 

全県３箇所 

γ線放出核種のみ 

※緊急時モニタリングにおける調査予定地点を基本に選定 

 

○ 調査計画は、監視調査の基本計画・年度計画に位置づける。調査結果は、評価

会議において報告し、異常値があった場合等に必要に応じて意見をいただく。 


